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[ RETIO メルマガ ]━━━━━━━━━━━━━━━━━━━(第 220号)━━ 

 

          ～宅建取引士試験合格者の皆さんに 

        さまざまな情報をお届けするメールマガジン～ 

 

             配信日：2025.3.1（土） 

          一般財団法人 不動産適正取引推進機構 

 

 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ Monthly E-mail Magazine ━━━ 

 

┏━━━━━━━━━━━━━━━━━┓ 

  ※※※ 編集長ご挨拶 ※※※ 

┗━━━━━━━━━━━━━━━━━┛ 

このメルマガは、当機構が実施している宅地建物取引士資格試験に合格した方々と事業者 

（宅地建物取引業者・住宅管理会社）を対象として、希望者に無料でお送りする情報サー 

ビスです。（当機構が実施する以前の試験に合格した方も対象です。） 

現在、宅建業に従事している方には実務に役立つ情報を提供するとともに、他の方々にも 

参考にしていただける情報を提供することを編集方針としています。 

なお、メルマガ会員の皆さんの個人情報は法令及び当機構のプライバシーポリシーに従い 

適正に取り扱うこととしております。 

 

┏━━━━━━━━━━━━━━━━━┓ 

  ※※※  目 次  ※※※ 

┗━━━━━━━━━━━━━━━━━┛ 

 

◆ 今月の視点     ・・・レインズ「ステータス管理機能」について 

◆ 当機構からのお知らせ・・・第 125回講演会のお知らせ 

◆ 最近の裁判例から  ・・・借地権更新料支払義務 

◆ マーケットの動き  ・・・国土交通月例経済ほか 

◆ ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ  ・・・各種団体のセミナー・研修等 

 

 

                  

◆◇◆ 今月の視点 ◆◇◆ 



2 
 

                   

 

★☆《レインズの「ステータス管理機能」について》★☆  

 
RETIOのメールマガジンをご覧いただいている皆様、こんにちは。 

 

昨年 12月に国土交通省から、宅地や建物の（専属）専任媒介契約を結んだ売主に向けて 

レインズのステータス管理機能活用のお知らせが、国土交通省のホームページで公表され 

ました。本年 1月から実施されていますので、今回はその概要と背景についてご紹介させて 

いただきます。 

 

皆様ご承知のように、不動産の売主は、媒介契約を締結した不動産会社を通じて、宅地建 

物取引業法に基づき国土交通大臣から指定を受けた不動産流通機構が運営している「レイ 

ンズ（REINS）」により物件情報をネットワークに登録することとなります。登録された物件 

情報は宅建業者間で広く共有されることとなり、レインズは取引が円滑に行われるための 

ツールとして広く利用されています。 

このレインズへの情報登録については、不動産会社が登録を行う期日が定められており、 

不動産会社は、専属専任媒介契約の場合であれば、媒介契約締結日の翌日から５日以内に、 

専任媒介契約の場合であれば、媒介契約締結日の翌日から７日以内に登録を行わなくては 

なりません。 

売主が不動産会社と媒介契約を締結し、レインズに物件情報が登録されると、レインズか 

ら不動産会社に登録証明書が発行されます。登録証明書には、売却価格、所在地、面積など 

レインズに登録されている物件情報の概要が記載されています。専属専任媒介契約又は専 

任媒介契約を売主と締結している不動産会社は、売主に登録証明書を交付することとなっ 

ています。 

 今般の国土交通省ホームページでのお知らせのとおり、令和７年１月から、不動産会社か 

ら売主に交付された登録証明書について、売主が、証明書に記載された二次元コードを携帯 

電話等で読み取ることで、売主専用画面にアクセスし、取引状況を迅速に確認することがで 

きるようになりました。具体的には、売り出し物件の取引状況（ステータス）については、 

取引の実情に合わせて「公開中」、「書面による購入申込みあり」、「売主都合で一時紹介停止 

中」の３種類があり、売主は、スマホ等を使って物件の現在の取引状況を知り、それが適切 

なものであるかをスムーズに確認できるようになりました。 

例えば、物件の取引状況が「売主都合で一時紹介停止中」となっていた場合には、買主側 

の宅建業者は物件の問い合わせができず、取引ができません。仮に売主都合で紹介停止をし 

たものの、その後紹介を再開という状況であれば、ステータスを「公開中」などに変更する 

必要が出てきます。 
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今回のホームページのお知らせの中には、「ステータス管理機能は『囲い込み』の防止に 

も役立ちます！」との見出しもあり、その背景には、不動産業界のいわゆる「囲い込み」の 

問題があります。当機構の電話相談においても、一般消費者や消費者センター等から、「囲 

い込みとは何で、どこが問題なのか」「自分の取引は該当していないのか」「どうしたら分か 

るのか」などのご相談をいただくことがあります。 

この「囲い込み」ですが、一部の宅建業者が自社の利益のため、売主・買主双方の媒介を 

行うことを目的として、故意に物件の取引状況を隠し、売主の意向に反して物件の紹介を行 

わないような行為を指すもので、こうした行為は、早期の取引成約の可能性を狭め、売主や 

買主の利益を損なう可能性があり、市場の公正を害するものと考えられます。 

例えば、宅建業者が、レインズのステータスで「売主都合で一時紹介停止中」と虚偽登録 

をし、他の業者への紹介を意図的に拒否するなどの行為をしていた場合がこれに当たりま 

す。この場合には、売主が交付された登録証明書によりレインズの取引状況を確認し、その 

ステータスが誤りだと分かれば、その旨を業者に照会し、誤情報を直ちに訂正させることが 

可能となります。 

物件の売主が、ステータス機能を活用し、物件の取引状況を把握することは、円滑な売買 

契約の締結に役立つだけでなく、囲い込み行為の防止にもつながるということになります。 

 

詳細は、以下の国土交通省のホームページでご確認ください。 

 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001854004.pdf 

 

 

以上、国土交通省ホームページの売主の皆様向けリーフレット「宅地や建物の（専属）専 

任媒介契約を締結したらレインズの『ステータス管理機能』を活用しましょう！」について 

ご紹介をさせていただきました。 

当機構では、このメールマガジンを通じて、今後とも不動産取引をはじめとした不動産に 

関する情報発信を続けてまいりますのでよろしくお願いいたします。 

 

 

                   

◆◇◆ 当機構からのお知らせ ◆◇◆ 

                   

 

★☆《第 125回講演会のお知らせ》☆★ 

 

当機構構主催により、下記のとおり講演会を開催いたします。 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001854004.pdf
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１．演 題 不動産賃貸借・売買に係る最近の裁判例と不動産業者としての留意点 

      ～「不動産賃貸借 Q&A」「不動産売買 Q&A」より 

不動産の賃貸借や売買において対象となる宅地・建物は、住宅であれば生活の 

拠点として、事務所・店舗等であれば経済活動の拠点として、いずれも衣食とと 

もに生活の基盤となり、人間が生存するために欠くことのできないものです。 

しかし、賃貸においては、貸主と借主との間で結ばれる賃貸借契約をめぐり賃 

料や原状回復の取扱いなどについて様々なトラブルが、不動産売買の場面では、 

対象となる宅地・建物の具体的な状況、売買契約に至る経緯や不動産業者の説明 

の在り方等に起因する様々なトラブルが生じており、その解決は、最終的には裁 

判によりなされることが少なくありません。本セミナーでは、佐藤先生著作の 

「不動産賃貸借 Q&A」（令和５年６月）・「不動産売買 Q&A」（令和６年７月）か 

ら、賃貸借・売買に係る裁判例を採り上げ、判決におけるポイントを整理すると 

ともに、不動産業者が留意すべき点を解説いただきます。（講演時間 約 120

分）  

２．講 師 佐藤貴美法律事務所 弁護士 佐藤貴美（さとうたかよし）氏 

３．日 時 令和 7年 3月 26 日（水）１４時～１６時 

４．会 場 住宅金融支援機構 本店 １階 すまい・るホール 

 東京都文京区後楽 1丁目 4番 10号 

５．聴講料 5,500円／１名 ＊消費税込です。 

６．申込期限 令和 7年 3月 18 日（火） 

 但し、定員（200名）になり次第締め切らせていただきます。 

７．申込方法 

（１）当機構ホームページの「講演会のご案内」から「講演会インターネット申込（一般の 

方）」をクリックし、必要事項をご入力の上、送信してください。 

→当機構ホームページ「講演会のご案内」 

（２）申込みが確認できましたら、当方から聴講料の請求書を郵送します。 

（３）聴講券は、聴講料入金確認次第、お申し込み時に登録いただいたメールにお送りしま

す。 

 

 

★☆《新刊出版物のご案内》☆★ 

 

機関紙ＲＥＴＩＯ136 号（2025年冬号）好評発売中！ 

 →ＲＥＴＩＯ136号目次 

 →ＲＥＴＩＯ購入お申込みはこちら 

https://www.retio.or.jp/guide/index.html
https://www.retio.or.jp/wp-content/uploads/2025/01/retio136.pdf
https://www.retio.or.jp/retio/
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◆◇◆ 最近の裁判例から ◆◇◆ 

                   

 

【借地権更新料支払義務】 

 「然るべき金額の更新料を支払う」旨の特約には具体的権利性を認めることはできないと 

して更新料請求を棄却した事例（東京地判  令 5・2・28 2023WLJPCA02288016） 

 

１ 事案の概要 

 Ｘ（原告・貸主・個人）は、平成 12年１月 27日、Ｙ（被告・借主・個人）に対し、都内 

の本件土地を、目的を普通建物所有とし、賃料を月額 38,000円、期間を 20年間（令和２年 

１月 26日期間満了）とする約定で賃貸した。 

 本件契約に係る契約書には、「期間満了の時に、ＸとＹは協議の上本件契約を更新するこ 

とができる。その際、ＹはＸに対し然るべき金額の更新料を支払う。」旨の条項（以下「本 

件条項」という。）が設けられた。 

 本件契約の満了日（令和２年１月 26日）の 10か月以上前である平成 31年３月、ＸはＹ 

に対し、一般的に借地契約の更新料は土地の実勢価格に基づき算出した借地権評価額の 

５％が相場であるとして、本件契約の更新料として 382万円を提示した。 

 これを受けたＹは、平成 31年４月、Ｘに当該提示額の考え方について質疑する書面を送 

付したため、これを踏まえて、Ｘは、円満な更新手続の観点から、同年 12月、更新料を 350 

万円に引き下げて再提示した。 

 これに対し、Ｙは、令和２年１月８日、Ｘに対し、「一義的かつ具体的に金額を算定し得 

る更新料支払合意がないため、法的には更新料支払義務がない」旨を連絡した。 

 ＸＹ間で本件契約の更新に関する合意がされないまま更新期限の令和２年１月 26日を経 

過したが、Ｙは引き続き本件土地上に建物が存在する状態で本件土地の使用を継続した。 

 同年２月 13日、ＸとＹは、本件契約の地代を月額 52,180円とする旨合意したが、Ｙは、 

本件契約は令和２年１月 26日に法定更新されたと主張して更新料支払を拒絶した。 

 ＸはＹに対し、以下を主張して、改めて算出した更新料 559万円の支払いを求める本件訴 

訟を提起した。 

［Ｘの主張の要旨］ 

(1)本件契約の更新後の賃料について合意したのが令和２年２月 13日であったとしても、 

本件契約は合意更新されたものであり、その更新には本件条項が適用され、Ｙは相当額の更 

新料を支払う義務を負う。 

(2)本件契約のような長期間継続する賃貸借契約においては、その間の社会ないし経済の情 
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勢の変化による地価の上昇にもかかわらず地代が低価格のまま継続することが多く、更新 

料は、その不均衡を調整する役割を有するため、更新料に係る規定には「相当の」や「然る 

べき」などの文言が用いられていることからすると、本件条項に更新料算出のための具体的 

基準が定められていないとしても、Ｙは、裁判所が算定する相当額の更新料を支払う義務を 

負うべきである。 

 

２ 判決の要旨 

 裁判所は次のように判示してＸの請求を棄却した。 

 ＸＹ間で本件契約の更新に関する合意がされないまま本件契約の期間満了日の令和２年 

１月 26日が経過したところ、Ｙらは、同月 27日以降も、本件土地上に建物が存在する状態 

で、本件土地の使用を継続した。このような中で、Ｙは、本件契約が法定更新された旨を主 

張していること、他方で、同年２月 13日に新たな賃料額の合意はされたものの、これを超 

えて、本件賃貸借契約について更新する旨の明示の合意がされたと認めるに足りる証拠は 

存在しないことに照らすと、本件契約が合意により更新されたものであるとまで認めるこ 

とはできない。 

 また、仮に、本件契約が合意により更新されたとしても、本件条項は、その「然るべき」 

という文言が、抽象的で、裁判所において客観的に更新料の額を算出することができる程度 

の具体的基準ではないから、具体的権利性を認めることはできない。 

 よって、本件契約が令和２年２月 13 日に合意により更新されたことを前提に、Ｙらが、 

Ｘに対し、本件条項に基づき、本件契約の更新に係る更新料を支払う義務を負うということ 

はできない。 

 また、ＸがＹに対し、本件契約の更新に係る更新料として 382万円を提示したところ、Ｙ 

は、その考え方につきＸの意見を伺いたい旨記載された平成 31年４月 25日付け書面を送 

付してＸに連絡したことが認められるところ、Ｙの上記連絡をもって直ちに、Ｙらが本件契 

約の更新に係る更新料の支払を了承したものであるということはできず、ＸとＹらとの間 

において、本件契約の更新に係る更新料を支払う旨の合意がされたとまで認めることもで 

きない。 

 

３ まとめ 

 本事案は、借地契約の更新が法定更新であったと事実認定し、合意更新ではないので合意 

更新時の更新料支払に関する特約条項は適用されないとして、更新料支払義務を否定した 

事例です。 

 更に、もし仮にこれが合意更新であったとしても、「然るべき」という文言が抽象的で、 

裁判所において客観的に更新料の額を算出することができる程度の具体的基準ではないか 

ら、具体的権利性を認めることはできないと判示している点が参考になります。 

 本裁判例と同趣旨の事例として、「更新料の支払請求権が具体的権利性を有するのは、そ 



7 
 

れが更新料の額を算出することができる程度の具体的基準が定められていることが必要で 

あるところ、その『相当の更新料』という文言が抽象的で、裁判所において客観的に更新料 

の額を算出することが出来る程度の具体的基準ではないから、具体的権利性を肯定するこ 

とはできない。」としたものがあります。（東京高判令和 2.7.20） 

 

  

                   

◆◇◆ マーケットの動き ◆◇◆ 

                   

 

★☆《国土交通省》★☆ 

国土交通月例経済（令和７年２月号）（２月 21日公表） 

不動産価格指数 （令和６年 10月・令和６年第３四半期分）（１月 31日公表） 
令和６年第４四半期地価 LOOKレポート（２月 21日公表） 

 

★☆《不動産流通推進センター》☆★ 

指定流通機構（レインズ）の物件動向１月分（２月 10日公表） 

指定流通機構（レインズ）の活用状況１月分（２月 20日公表） 

 

★☆《日本不動産研究所》★☆ 

不動研住宅価格指数 12月値（２月 25日公表） 

 

★☆《土地総合研究所》★☆ 

今月の不動産経済（2025年２月号）（２月４日公表） 

不動産業業況調査結果（令和７年１月）（２月 20日公表） 

 

★☆《不動産経済研究所》★☆ 

首都圏新築分譲マンション市場動向 2025年１月度（２月 19日公表） 

近畿圏新築分譲マンション市場動向 2025年１月度（２月 19日公表） 

全国新築分譲マンション市場動向 2024年（２月 26日公表） 

 

 

                   

◆◇◆ ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ◆◇◆ 

                   

 

https://www.mlit.go.jp/report/press/joho03_hh_000212.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo05_hh_000001_00196.html
https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo04_hh_000001_00059.html
https://www.retpc.jp/wp-content/uploads/reins/bukken/bukken2501.pdf
https://www.retpc.jp/wp-content/uploads/reins/katsuyo/katsuyo2501.pdf
https://www.reinet.or.jp/?p=35352
https://www.lij.jp/pub_f/monthly_data/2025_02.pdf
https://www.lij.jp/search/gyoukyou/g2025-01.pdf
https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/618/5t4qoA3t.pdf
https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/617/5t4qoA3K.pdf
https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/619/zm2024.pdf
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以下の団体によるセミナー等が各ＨＰに掲載されておりますのでご参照ください。 

 

★☆《不動産流通推進センター》☆★  

3/4（火）～3/17（月）動画配信型 

『ヒヤリハット！トラブル事例に学ぶ物件調査の深掘りと重要事項説明』 

～不動産流通各社で起こった失敗事例から学ぶ～ 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

発行 一般財団法人不動産適正取引推進機構 
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